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本日のアジェンダ
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1. 日本工営とグループ取り組みのご紹介

2. インフラモニタリングサービス（LIANA）の紹介

3. インフラモニタリングへの活用事例（実務にどう組み込むのか？）
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2020 スカパーJSAT・ゼンリンと
業務提携

ALOS-2の利用拡大に

係る取り組みとして、

JAXAとの共同研究

スカパーJSAT㈱と「衛星データを活用し

た防災・減災業務効率化サービス」の

共同開発に向けた業務提携を発表

スカパーJSAT㈱、㈱ゼンリンと「衛星

防災情報サービス」提供に向けた業務

提携を発表

2020年度内閣府「課題解決に向けた先進

的な衛星リモートセンシングデータ利用モデ

ル実証プロジェクト」に採択

第3回インフラメンテナンス大賞

受賞

福岡市実証試験フルサポート事業

「宇宙」に採択（スカパーJSAT㈱、

㈱ゼンリン、日本工営㈱、㈱QPS

研究所）

2022年度内閣府「課題解決に向けた

先進的な衛星リモートセンシングデータ

利用モデル実証プロジェクト」に採択

2023年度内閣府「課題解決

に向けた先進的な衛星リモー

トセンシングデータ利用モデル

実証プロジェクト」に採択

2021 QPSとの戦略的業務提携

衛星データサービス企画株式会社設立

（三菱電機㈱、㈱パスコ、他3社と共同設立）

衛星データサービス企画株式会社に追加出資

（SBIR事業：2テーマ採択）社内組織に事業部として

「衛星情報サービスセンター」を設立

宇宙ベンチャー㈱QPS研究所

への資本参加、戦略的業務提

携を発表し既存事業の⾼度

化・拡大を⽬指す

東京海上ホールディングス㈱
の完全子会社化に

道路協会優秀賞 受賞「衛星SAR

データの活用による道路防災カルテ

点検の省力化検討」

2022 インフラモニタリングサービス
LIANA発表

スカパーJSAT㈱、㈱ゼンリンとインフラモニタリングサービス「LIANA 

(Land-deformation and Infrastructure ANAlysis) 」を発表

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

衛星データサービス
企画株式会社へ
出資

NEDO主催の衛星データ活用開発

コンテストで1位獲得藻場創成適地・

対策提案システム

「MobaDAS」

技術開発・事業創出への取り組み（衛星情報サービスセンター）
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東京海上グループの一員として目指す姿
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説明内容
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1. 日本工営とグループ取り組みのご紹介

2. インフラモニタリングサービスの紹介（LIANA）

3. インフラモニタリングへの活用事例（実務にどう組み込むのか？）
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すぐに使える
オフィスでも、現場でも

Web上でカンタン操作

低コスト
約1km×1kmを

年額 21万円（税抜）～

1km

1
k
m

2D 画面

必要な範囲だけ
約1km×1km～提供

過去に遡って
さかのぼ

過去（2014 年頃～）のアーカイブも

検証可能

「LIANA」は、スカパー JSAT 株式会社、日本工営株式会社及び株式会社ゼンリンの登録商標です。

LIANA®(リアーナ)とは

SAR衛星データ（ALOS-2,4等）を活用した平時モニタリングサービス

平時から微小な変化を把握することで、予防保全的な管理へ活用

衛星を活用した地盤変動把握サービス
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✓ 令和6年6月、国土地理院より、衛星データと水準測量を組み合わせて上下変動分布を得るための
「衛星SARによる上下変動測量マニュアル」が作成・公表されるなどSAR活用へ前向きな動き

✓ この測量マニュアルを活用することで、水準測量の作業量を削減し、より広域の変動が捉えられる
など効率化が図られることが期待される

出典：国土地理院

SAR活用に関する基準/マニュアル公表の動き（2024年6月）
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説明内容
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1. 日本工営とグループ取り組みのご紹介

2. インフラモニタリングサービスの紹介（LIANA）

3. インフラモニタリングへの活用事例（実務にどう組み込むのか？）
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出典：令和5年度砂防学会研究発表会資料「時系列干渉SAR解析による地盤変動モニタリング」

地すべり観測が行われている地区において、2014年9月から2022年9月までのSARデータを用いて干渉SAR時系列解析を行った。

⚫地すべり頭部の地盤伸縮計付近において15mm/年程
度の沈下傾向が認められる

⚫地すべり末端部の一部において10mm/年程度の隆起
傾向が認められる

干渉SAR時系列解析結果

地すべりの面的な変動傾向を把握

砂防（地すべり）事業における活用事例

出典：令和5年度砂防学会研究発表会資料「時系列干渉SAR解析による地盤変動モニタリング」一部改変

地盤伸縮計の計測値との傾向比較：
⚫ 変動の加速傾向や回帰変動を捉えている
⚫ 干渉SAR計測値と実測値の年平均変動量は調和的

干渉SAR時系列解析は地すべりの変動傾向を捉えられる可能性を確認
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出典：干渉SAR時系列解析の軟弱地盤動態観測への適用性, 中日本ハイウェイ‧エンジニアリング名古屋株式会社ほか, 令和6年度土⽊学会全国⼤会第79回年次学術講演会
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測量結果との比較事例

⚫ 広域に面的な傾向を把握可能で、沈下対策実施
有無による沈下傾向の違いも捉えられた

⚫ 測量結果と比較した結果、沈下傾向が異なる区
間においても傾向は概ね一致した

⚫ 継続して把握している測量点（31箇所）におけ
る解析結果の精度は、RMSEで7.6㎝であった

⚫ 変動傾向の把握や変動範囲のスクリーニング等
で、省力化や既存測量の効率化が期待できる

道路管理における活用事例
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測量結果 SAR解析結果

⚫ 従来では計測値を算出できなかった施設においても、高密度、高精度の観測が可能となった。

⚫ 変状可能性箇所の把握や日常モニタリング（一次スクリーニング）として有用。

空港管理における活用事例

出典：令和2年度課題解決に向けた先進してきな衛星リモートセンシングデータ利用実証プロジェクト



11Copyright Ⓒ NIPPON KOEI Co., Ltd.  All Rights Reserved.

使い方（LIANAユーザーの声、できること・できないこと）

調査計画や測量計画の立案に役立ちそう

定量モニタリング・省力化、効率化

手戻りなくスムーズに仕事を進められる

広範囲の安全性の確認、工事進捗に伴って
将来も定期的にモニタリング
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公共事業への適用例（できること・できないこと）

出典：全国知事会「先進政策バンク」茨城県『地球観測衛星の活用により、河川堤防の管理を効率化』、添付事業概要資料を基に再構成

茨城県では、河川堤防管理の効率化を図るため、令和７年度より、
堤防の沈下量を衛星を使って把握する調査手法を導入し、詳細調
査必要箇所を抽出する一次スクリーニングとして活用することで、調
査期間の短縮やコストの削減が可能となり、河川堤防管理の効率
化が図れた。

【背景・⽬的】

・⽬視による堤防点検では、経年的な沈下状況の把握が困難であったことや、
令和元年台風などによる被害を受け、危険箇所を事前に把握し適切な対策
をとることで、災害を未然に防ぐことを⽬的に、令和２年度より現地測量等に
より堤防の変動調査を実施し、令和６年度に１巡⽬の調査が完了した。

・経年変化を確認するため継続的に調査する必要があるが、調査延長が約
720kmと長く、費用と時間を要することが課題となっており、より効率的な調
査手法の検討が必要であった。

【評価方法】

・衛星データの解析で求められるのは、絶対値（標⾼）ではなく変動速度
（沈下量）であることや、衛星の分解能は粗いことを考慮し、河川堤防を一
定のブロックに区切り評価することとした。

また、許容沈下量の定量的な基準はなかったため、沈下傾向を早めに抽出で
きるよう安全寄りのしきい値を設定した。

時系列干渉SAR解析 広域スクリーニング

SARマイクロ波の位相差から

堤防の変動量・変動速度を把握

長大な堤防を面的に評価し

詳細調査候補箇所を抽出

衛星データ取得 →  時系列干渉SAR解析 →  面評価・しきい値判定 →  詳細調査の重点化
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（まとめ）将来のインフラ管理に向けて

まずは衛星を業務プロセスに組み込み、

「当たり前」に使うところから
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